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デフレ／インフレ経済における薬価改定の意味合い
医薬品産業は今後は日本の産業界で数少ないデフレ産業になりかねない
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デフレ経済下の薬価改定（従来の薬価改定）
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各種経済指標と薬価の比較（2015年＝100）
インフレ傾向となった2022年以降、実質的な薬価水準の下落が加速

2015年を100とした場合の各指標の推移

CPI

実際の薬価水準

GDPデフレーター（物価動向を把握する指標）

出所：薬価水準：米国研究製薬工業協会（PhRMA）、消費者物価指数：e-Stat、IMF World Economic Outlook Databases (2023年10月版)

消費増税
に伴う改定

中間年改定 中間年改定

実質的な薬価水準（実際の薬価水準をGDPデフレーターで補正）



インフレ経済下で産業振興につながる薬価改定アプローチ案
物価上昇率を反映しうる薬価改定スキームを通じて実質的な価格下落の加速を緩和する
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アプローチ案Ⅰ：名目GDP成長率に連動した薬剤費確保
◼ 内閣府「中長期試算」で用いられる10年程度の名目GDP成長率の

平均値を用いて毎年一定率にて薬剤費を成長させる
◼ 物価上昇の影響を名目GDP連動により薬剤費成長率に反映させる
◼ 数量成長＞薬価改定となるスキームによりプラス成長を実現する一方、

薬剤費対GDP比率は一定であり財政の持続可能性も確保する

数量成長

薬価改定
（アプローチⅠ）

前年薬剤費 当年薬剤費

アプローチ案Ⅱ：物価上昇率を直接反映した薬価改定
◼ 市場実勢価に調整幅を加える現行改定方式に、物価変化率

調整を加味する

◼ 物価上昇の影響を薬価改定率を緩和する形で直接反映する

◼ 安定供給不安のある製品群など薬価改定の影響が緩和される

+1～2%成長
• 中長期的な予測
名目GDP成長率に
沿った総薬剤費の
確保

物価の変化

乖離率から算出
される薬価改定率
（現行改定方式）

物価上昇調整後
の薬価改定率
（アプローチⅡ）
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（参考）名目/実質GDPの推移

出所：内閣府HP 国民経済統計

（兆円）

566

552

102

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

500

510

520

530

540

550

560

570

580

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（2015年=100）

名目GDP（左軸）

GDPデフレーター（右軸）

実質GDP（左軸）


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4



